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 高齢者保健福祉計画・第7期介護保険事業計画（令和元年度）の進捗状況について 

＜令和元年１２月末現在＞                                            保健福祉部高齢者支援課 

               

No. 施策・事業名 計画の概要 令和元年度の取組み 評価と課題等 

第２章 高齢者の現状 

第２節 要介護高齢者の状況と将来推計 

１ 

要
支
援
・
要
介
護
認
定
者
の
推
移
と
将
来
推
計 

要支援・要介護認定者

の推移と将来推計 

 

 

■計画書Ｐ8 

・第１号被保険者数（計画値） 

令和元年度  １８，５７１人 

平成３０年度 １８，２２２人 

 

・要支援・要介護認定者数（第１号被保険者） 

（計画値） 

令和元年度   ３，４５３人 

平成３０年度  ３，３０２人 

 

※各年９月末時点 

 

 

・第１号被保険者数 

令和元年度  １８，６２２人 

平成３０年度 １８，２３５人 

 

・要支援・要介護認定者数（第１号被保

険者） 

令和元年度   ３，２８５人 

平成３０年度  ３，１４７人 

 

・総合事業対象者を含む認定者数（第１

号被保険者） 

令和元年度   ３，４２９人 

平成３０年度  ３，３２３人 

 

（参考）総合事業対象者数 

令和元年度    １４４人 

平成３０年度   １７６人 

平成２９年度   １１４人 

 

※各年９月末時点 

※総合事業（介護予防・日常生活支援総

合事業）は平成２９年度開始 

 

 

 

 

要支援・要介護認定者数（第

１号被保険者）については、

計画値を下回っていますが、

策定時点において考慮してい

なかった総合事業の対象を含

めると、計画値に近い値とな

っています。 

また、総合事業対象者を含む

認定者数は、毎年度増加して

いますが、今年度は計画値を

下回る実績値となっていま

す。 

介護保険制度開始から２０年

目を迎え、介護予防事業など

の効果により、北広島市民は、

計画よりも良好な健康状態に

あると考えます。 

 

 

令和 2年 2月 14 日 

保健福祉計画検討委員会 

高齢者福祉部会 【 資 料 １ 】 
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No. 施策・事業名 計画の概要 令和元年度の取組み 評価と課題等 

第４章 介護予防と自立支援 

第 1節 日常生活を支援する体制整備 

１ 

介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
の
充
実 

健康運動教室等 

 

 

■計画書Ｐ２９ 

一般高齢者（要介護認定者を除く。）を対象に

転倒予防をめざします。 

地区会館などで、椅子を使う運動を中心に、

栄養や口腔ケアに関する知識等を総合的に学

習する教室と、水中運動を中心に行う教室が

あります。 

運動に取り組むきっかけを作るとともに、継

続できるように高齢者支援センターと連携し

て開催します。 

 

・健康運動教室 

令和元年度（４月～１２月） 

参加者数 ４３人 

コース数  ３回 

平成３０年度 

参加者数 ７３人 

コース数  ５回 

平成２９年度 

参加者数 ７９人 

コース数  ５回 

 

・水中運動教室 

令和元年度（４月～１２月） 

参加者数 ２５人 

コース数  １回 

平成３０年度 

参加者数 ７１人 

コース数  ３回 

平成２９年度 

参加者数 ８３人 

コース数  ３回 

 

 

 

 

 

 

 

 

教室内での運動や自宅での自

主運動の継続により、膝や腰

の痛みが軽減した等の効果が

聞かれています。教室終了後

も個々に運動を継続し、体力

維持につなげることが課題で

す。 
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施策・事業名 計画の概要 令和元年度の取組み 評価と課題等 

脳の健康教室 

 

 

■計画書Ｐ３０ 

物忘れが気になる７０歳以上の方（要介護認

定者を除く。）を対象に、読み書き、計算の学

習と、学習サポーターとの交流を通じて、認

知症予防をめざします。 

脳の健康教室は平成３０年度で終了し、平成

３１年度以降は、認知症予防に効果的な運動

の継続や生活習慣病の重症化予防、通いの場

への参加支援等を推進しながら、認知症予防

をめざす取組を継続していきます。 

 

平成３０年度 

参加者数     １３人 

実施回数      １回 

クラス会参加者数  - 人 

クラス会実施回数  - 回 

学習サポーター数 １７人 

平成２９年度 

参加者数     １８人 

実施回数      １回 

クラス会参加者数 １２人 

クラス会実施回数  １回 

学習サポーター数 １５人 

 

計画通り平成３０年度をもっ

て事業を終了しました。 

元々、脳トレ等を実施する自

主活動団体が東部地区にあり

ましたが、さらに平成３０年

度から大曲地区にも自主活動

団体が立ち上がり、活動が行

われています。 

生活講座 

 

 

■計画書Ｐ３０ 

６５歳以上の男性（要介護認定者を除く。）を

対象に、調理の実技を中心に、バランスのと

れた食事や口腔ケアに関する知識等を総合的

に学習し、調理等の自立をめざします。 

令和元年度（４月～１２月） 

参加者数 ２０人 

コース数  ２回 

平成３０年度 

参加者数 １９人 

コース数  ２回 

平成２９年度 

参加者数 １３人 

コース数  ２回 

介護にならないための食事を

含めた生活について学習し、

教室終了後に自宅で調理を実

施する、サークルに参加する

などの行動につながっていま

す。潜在している対象者にい

かに参加してもらうかが課題

です。 
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施策・事業名 計画の概要 令和元年度の取組み 評価と課題等 

健康増進講演会 

 

 

■計画書Ｐ３１ 

生活習慣病予防や転倒予防、認知症予防など、

高齢者の健康維持や介護予防に関する知識を

普及します。 

令和元年度（４月～１２月） 

参加者数 １３９人 

コース数   １回 

平成３０年度 

参加者数  ５１人 

実施回数   １回 

平成２９年度 

参加者数 １１５人 

実施回数   １回 

生活習慣病の予防や要介護と

の関連をテーマに講演会を行

いました。アンケートの結果

では、血圧管理の重要性や高

血圧から生じる脳卒中や心臓

病などの予防について理解さ

れた意見が多く聞かれまし

た。より多くの高齢者の健康

維持や介護予防につながるテ

ーマの選定と開催する会場等

の検討が必要であると考えま

す。 

高齢者出前健康講座 

 

 

■計画書Ｐ３１ 

市民団体や小グループ等からの依頼に応じ

て、生活習慣病予防や転倒予防、認知症予防

など、高齢者の健康維持や介護予防に関する

知識を普及します。 

令和元年度（４月～１２月） 

参加者数 ２３０人 

コース数  １２回 

平成３０年度 

参加者数 ４６１人 

実施回数  ２３回 

平成２９年度 

参加者数 ６３２人 

実施回数  ３０回 

いきいき百歳体操をテーマと

する依頼が最も多く、その他

には、栄養管理や口腔ケアに

ついて知識の普及を行いまし

た。 

２ 

重
度
化
予
防
の
推
進 

地域リハビリテーショ

ン活動支援事業【新規】 

 

 

■計画書Ｐ３２ 

 

 

 

 

リハビリテーションに関する専門職（理学療

法士、作業療法士、言語聴覚士等）が住民主

体の通いの場等へ出向き、高齢者の身体能力

を評価し改善の可能性を助言することで、介

護予防の取組を総合的に支援します。 

 

令和元年度（４月～１２月） 

 実施団体  ２団体 

 参加者数  ２４人 

主に体操を行っている団体に

専門職を派遣し、体力測定と

相談会を行い、６か月後に再

評価と助言を行う予定です。

他の団体からも派遣の要望が

あるため、次年度は実施団体

を増やす予定です。 
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 施策・事業名 計画の概要 令和元年度の取組み 評価と課題等 

３ 

生
活
支
援
サ
ー
ビ
ス
の
充
実 

おむつサービス 

 

 

■計画書Ｐ３３ 

在宅で寝たきりの高齢者または重度身体・知

的障がい者で常時紙おむつを使用している方

を対象に、「紙おむつ購入助成券」を交付し、

紙おむつの購入費を助成します。 

また常時紙おむつを使用している方に指定ご

み袋を一定枚数交付します。 

おむつサービスは、世帯の住民税の課税状況

によって年間の助成額が決まります。 

非課税世帯 ６０，０００円 

課税世帯  ３０，０００円 

令和元年度（４月～１２月） 

□住民税課税世帯   ９１人 

□住民税非課税世帯 １１７人 

 税情報確定前死亡等世帯   ９人 

□利用者数     ２１７人 

平成３０年度 

□住民税課税世帯  １０１人 

□住民税非課税世帯 １１５人 

 税情報確定前死亡等世帯   ９人 

□利用者数     ２２５人 

平成２９年度 

□住民税課税世帯  １２５人 

□住民税非課税世帯 １２３人 

□利用者数     ２４８人 

計画値と比較して２８人下回

っていますが今後も利用者が

見込まれるため継続して実施

します。 

配食サービス 

 

 

■計画書Ｐ３４ 

食事を作ることが困難な高齢者および障がい

者に対し、夕食時に栄養バランスのとれた食

事を自宅へ届けることで、利用者の安定した

食生活を確保し、自立した生活を送ることを

支援するとともに、配達時に安否確認を行い

ます。 

また、高血圧や糖尿病など、食事に制限のあ

る方には、医師の指示に従った「治療食」を

提供します。なお、一般食については、業者

を選択することができます。 

 

利用者のニーズに合わせ週７回まで利用するこ

とができ、利用者負担金は１食４００円です。 

令和元年度（４月～１２月） 

 利用者数    １５９人（一般食） 

 利用者数     ６６人（治療食） 

 延べ食数 ２２，５２４食（一般食） 

 延べ食数  ９，８０４食（治療食） 

平成３０年度 

利用者数    １８５人（一般食） 

 利用者数     ７７人（治療食） 

 延べ食数 ２９，０７６食（一般食） 

 延べ食数 １５，１０８食（治療食） 

平成２９年度 

利用者数    １９５人（一般食） 

 利用者数     ８７人（治療食） 

 延べ食数 ３２，０５１食（一般食） 

 延べ食数 １６，９１１食（治療食） 

利用者数は計画値と比較する

と下回る見込みです。今後も

利用者に満足される配食サー

ビスに努めます。 
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施策・事業名 計画の概要 令和元年度の取組み 評価と課題等 

緊急通報システム 

 

 

■計画書Ｐ３４ 

ひとり暮らしの高齢者や重度身体障がい者の

方で持病のある方や健康上の不安のある方

に、急病等の緊急事態を通報できる装置とペ

ンダント型発信機を貸与します。火災やガス

漏れセンサーもあわせて設置することができ

ます。 

委託事業者への通報により、協力員や緊急時

には消防署へ救援出動を要請するものです。

また、毎月1回、利用者の安否確認の電話サ

ービスを行います。 

令和元年度（４月～１２月） 

 新規設置数 １０か所 

 利用世帯数 ８６世帯 

平成３０年度 

新規設置数 １１か所 

 利用世帯数 ８５世帯 

平成２９年度 

新規設置数  ４か所 

 利用世帯数 ９２世帯 

 

 

 

新設件数１０件に対し撤去件

数９件となっています。携帯

電話の普及により利用者は減

少傾向にありますが、緊急時

に有効な装置であることか

ら、引き続き事業を継続して

いきます。 

移送サービス 

 

 

■計画書Ｐ３５ 

要介護４または５の認定を受けた方や、下肢

または体幹機能の重度障がい者で、移動に際

し車いすやストレッチャーを利用し、介助が

必要な方に対して、医療機関や心身障がい者

総合相談所への送迎を民間事業者の活用によ

り行います。 

令和元年度（４月～１２月） 

 利用者数    ５３人 

 延べ回数   ６４４回 

平成３０年度 

利用者数    ５１人 

 延べ回数 １，０９９回 

平成２９年度 

利用者数    ６０人 

 延べ回数 １，１１３回 

 

概ね計画のとおり進んでいま

す。 

除雪サービス 

 

 

■計画書Ｐ３６ 

除雪作業が困難な高齢者および身体障がい者

の世帯で、市内に除雪を支援する親族がいな

い低所得の世帯に対し、ボランティア等の協

力員が玄関から公道までの通路部分の除雪を

行います。 

また、平成２９年度からは、道路に面した間

口の置き換え処理を選択できるように、事業

内容を見直して実施しています。 

令和元年度（４月～１２月） 

 利用者数  ２１２人（通路除雪） 

 利用者数   ４７人（間口除雪） 

平成３０年度 

利用者数  ２２０人（通路除雪） 

 利用者数   ４４人（間口除雪） 

平成２９年度 

利用者数  ２３４人（通路除雪） 

 利用者数   ３７人（間口除雪） 

計画値と比較すると、利用者

数は低い傾向となっています

が、ほぼ前年度同様の利用者

数で推移しています。除雪の

担い手となるボランティアの

確保が難しくなってきている

状況です。 
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施策・事業名 計画の概要 令和元年度の取組み 評価と課題等 

訪問理容サービス 

 

 

■計画書Ｐ３６ 

在宅で寝たきりの状態にあり、自力で理髪店

へ出向くことができない高齢者および重度身

体障がい者に対し、理容師が利用者宅を訪問

して散髪を行います。 

利用回数は年６回以内です。ただし、利

用開始決定月が６月以降の場合は利用

回数の上限が減ります。 

令和元年度（４月～１２月） 

 利用者数  ４６人 

平成３０年度 

利用者数  ４８人 

平成２９年度 

利用者数  ４６人 

ほぼ前年度同様の利用者数で

推移しています。 

日常生活用具給付 

 

 

■計画書Ｐ３７ 

ひとり暮らしの高齢者に対し、電磁調理器、

火災報知器、自動消火器の給付を行い、在宅

生活での事故防止や不安の解消につなげる事

業です。 

令和元年度（４月～１２月） 

 利用者数  ０人 

平成３０年度 

利用者数  ０人 

平成２９年度 

利用者数  0 人 

今年度は現在までのところ、

申込がありません。 

緊急情報キット・エル

フィンバトン普及事業 

 

 

■計画書Ｐ３７ 

高齢者と障がい者を対象に、救急時に活用す

る医療情報等を記入するカードと、冷蔵庫に

収納する筒形ケース（エルフィンバトン）を

配付します。救急医療の現場で、本人が話せ

ない状況でも、本人の持病や服薬などの情報

を医療従事者等に正確に伝えることができる

ものです。平成２９年度から、配付対象条件

を６５歳以上の希望者にも拡大しています。 

令和元年度（４月～１２月） 

配付人数 ５３３人 

（高齢者５２７人／障がい者6人） 

平成３０年度 

配付人数 ７２０人 

（高齢者６９７人／障がい者２３人） 

平成２９年度 

配付人数 ６１０人 

 （高齢者５８３人／障がい者２７人） 

概ね計画のとおり進んでいま

す。 

テレホンサービス 

 

 

■計画書Ｐ３８ 

ひとり暮らしの高齢者に、ボランティアが電

話をかけ、健康状態や日常生活での困りごと

等を聞くことにより、コミュニケーションを

図ります。 

また、要介護認定を受けていない方に対して、

６か月に１回程度、自宅を訪問して状況確認

を行います。 

令和元年度（４月～１２月） 

利用者数  ７人 

平成３０年度 

利用者数  ６人 

平成２９年度 

利用者数  ６人 

前年度同様の利用者数で推移

しています。 
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施策・事業名 計画の概要 令和元年度の取組み 評価と課題等 

訪問型サービス 

介護予防訪問介護相当

サービス 

 

 

■計画書Ｐ３８ 

従来の介護予防訪問介護に相当するサービス

で、事業対象者および要支援１・２の方が対

象です。 

訪問介護員（ホームヘルパー）が利用者の居

宅を訪問して、入浴、排せつ、食事等の介護

や調理、洗濯、掃除等の家事を行うサービス

です。 

令和元年度（４月～１２月） 

利用者数 １５８人 

平成３０年度 

 利用者数 １６３人 

平成２９年度 

 利用者数  ８２人 

 

介護予防訪問事業の移行と、

事業対象者分を見込みました

が、計画値を下回っています。 

通所型サービス 

介護予防通所介護相当

サービス 

 

 

■計画書Ｐ３９ 

従来の介護予防通所介護に相当するサービス

で、事業対象者および要支援１・２の方が対

象です。 

日中、デイサービスセンターなどに通い、食

事、入浴、その他の必要な日常生活上の支援

や機能訓練などを日帰りで提供するサービス

で、利用者の心身機能の維持向上と、家族の

介護負担軽減を図ります。 

令和元年度（４月～１２月） 

利用者数 ４４３人 

平成３０年度 

 利用者数 ４４４人 

平成２９年度 

 利用者数 １９０人 

介護予防通所事業の移行と、

事業対象者分を見込みました

が、計画値を大きく上回って

います。 

通所型サービス 

通所型サービスＡ 

（基準緩和型サービス） 

 

■計画書Ｐ３９～４０ 

事業対象者および要支援１・２の方を対象に、

運動、レクリエーションなどを行うサービス

です。従来の介護予防通所介護に比べて事業

者の人員配置等の指定基準を緩和しており、

事業者ごとに多様なサービスを提供すること

ができます。 

令和元年度（４月～１２月） 

利用者数  ９０人 

平成３０年度 

 利用者数  ７７人 

平成２９年度 

 利用者数  ３２人（委託方式） 

数値目標は設定されていませ

んが、利用者数は増加傾向に

あります。 

通所型サービス 

通所型サービスＣ 

（短期集中機能訓練） 

 

 

■計画書Ｐ４０ 

事業対象者および要支援１・２の方を対象に、

最長６か月の間に、リハビリテーション専門

職による週１回の通所個別訓練と、期間中に

２回の家庭訪問を行うことで、日常生活動作

の機能向上と自立した生活をめざします。 

平成２８年度までは二次予防事業の「機能訓

練教室」として実施していましたが、平成２

９年度からは総合事業の実施に伴い、介護予

防・生活支援サービス事業として実施してい

ます。 

令和元年度（４月～１２月） 

参加者数     ３人 

延べ参加回数  ４５回 

平成３０年度 

参加者数     ５人 

延べ参加回数  ８０回 

平成２９年度 

参加者数    １４人 

延べ参加回数 ３１４回 

利用期間が最長６か月である

ことから利用者に利用後の不

安感が見受けられるようで

す。利用者数は計画値を下回

っています。 
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No. 施策・事業名 計画の概要 令和元年度の取組み 評価と課題等 

第５章 介護保険サービスの充実 

第１節 介護給付等対象サービスの充実・強化 

１ 

住
み
慣
れ
た
地
域
や
家
庭
で
の
生
活
の
継
続 

居宅サービス 

訪問介護・介護予防訪

問介護 

 

 

■計画書Ｐ４１ 

 

 

 

 

 

訪問介護員（ホームヘルパー）が利用者の自

宅を訪問して、入浴、排せつ、食事等の身体

介護や調理、洗濯、掃除等の生活援助を行う

サービスです。 

・予防給付（要支援） 

※平成２９年度から介護予防・日常生活

支援総合事業を実施したことに伴い、介

護予防訪問介護は平成２９年度をもって

廃止しています。 

・介護給付（要介護） 

令和元年度（４月～１２月） 

 利用者数 ３８９人 

平成３０年度 

利用者数 ３９３人 

平成２９年度 

利用者数 ３７３人 

 

概ね計画のとおりに進んでい

ます。 

居宅サービス 

訪問入浴介護・介護予

防訪問入浴介護 

 

 

■計画書Ｐ４２  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自宅の浴槽での入浴が困難な方に対して、浴

槽を積んだ入浴車が利用者の自宅を訪問し、

看護職員や介護職員が入浴の介護を行うサー

ビスです。 

・予防給付（要支援） 

令和元年度（４月～１２月） 

利用者数 ０人 

平成３０年度 

 利用者数 ０人 

平成２９年度 

 利用者数 0人 

・介護給付（要介護） 

令和元年度（４月～１２月） 

利用者数 １４人 

平成３０年度 

 利用者数 １２人 

平成２９年度 

 利用者数 １０人 

対応する事業者の増加等はあ

りませんが、高齢化の進行に

伴い、概ね計画のとおりに進

んでいます。 
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施策・事業名 計画の概要 令和元年度の取組み 評価と課題等 

居宅サービス 

訪問看護・介護予防訪

問看護 

 

■計画書Ｐ４２ 

医師の指示に基づき、看護師等が利用者の自

宅を訪問し、健康状態の確認、療養上の世話

または必要な診療の補助を行うサービスで

す。 

・予防給付（要支援） 

令和元年度（４月～１２月） 

利用者数 ４８人 

平成３０年度 

 利用者数 ４９人 

平成２９年度 

 利用者数 ４６人 

・介護給付（要介護） 

令和元年度（４月～１２月） 

利用者数 ２６８人 

平成３０年度 

 利用者数 ２５４人 

平成２９年度 

 利用者数 ２４７人 

予防給付については計画値を

上回っていますが、介護給付

については計画値を下回る状

況となっています。 

居宅サービス 

訪問リハビリテーショ

ン・介護予防訪問リハ

ビリテーション 

 

 

■計画書Ｐ４３ 

医師の指示に基づき、理学療法士、作業療法

士、言語聴覚士、看護師などの専門職が利用

者の自宅を訪問し、利用者の心身機能の維持

回復および日常生活の自立を助けるために機

能訓練を行うサービスです。 

・予防給付（要支援） 

令和元年度（４月～１２月） 

利用者数 １１人 

平成３０年度 

 利用者数 １１人 

平成２９年度 

 利用者数 １３人 

・介護給付（要介護） 

令和元年度（４月～１２月） 

利用者数 ４３人 

平成３０年度 

 利用者数 ３８人 

平成２９年度 

 利用者数 ３８人 

 

 

 

リハビリ目的の自宅訪問に抵

抗がない方が増えてきている

状況で、利用者数は増加傾向

にありますが、計画値は下回

る状況です。 
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施策・事業名 計画の概要 令和元年度の取組み 評価と課題等 

居宅サービス 

居宅療養管理指導・介

護予防居宅療養管理指

導 

 

 

■計画書Ｐ４３ 

通院が困難な方に対して、医師、歯科医師、

看護師、薬剤師、管理栄養士、歯科衛生士な

どが利用者の自宅を訪問し、療養上の管理や

指導、助言等を行うサービスです。 

また、介護支援専門員に対して、ケアプラン

の作成に必要な情報提供も行います。 

・予防給付（要支援） 

令和元年度（４月～１２月） 

利用者数 ４８人 

平成３０年度 

 利用者数 ４０人 

平成２９年度 

 利用者数 ２６人 

・介護給付（要介護） 

令和元年度（４月～１２月） 

利用者数 ５９３人 

平成３０年度 

 利用者数 ５０１人 

平成２９年度 

 利用者数 ４０２人 

予防給付の利用者数、介護給

付の利用者数ともに計画値を

大きく上回る状況です。高齢

化に伴う対象者の増加以上

に、本サービスの需要が増加

してきているものであり、今

後の推移を注視してまいりま

す。 

居宅サービス 

通所介護・介護予防通

所介護 

 

 

■計画書Ｐ４４ 

日中、通所介護施設、介護老人福祉施設など

に通い、食事、入浴、その他の必要な日常生

活上の支援や生活機能訓練などを日帰りで提

供するサービスで、利用者の心身機能の維持

向上と、利用者の家族負担の軽減を図ります。 

・予防給付（要支援） 

平成２９年度から介護予防・日常生活支

援総合事業を実施したことに伴い、介護

予防通所介護は平成２９年度をもって廃

止しています。 

・介護給付（要介護） 

令和元年度（４月～１２月） 

利用者数 ４６９人 

平成３０年度 

 利用者数 ４６７人 

平成２９年度 

 利用者数 ４５３人 

 

 

 

 

 

介護給付の利用者数について

は、計画値よりも上回ってお

り、利用者からのニーズが高

いサービスと推測できます。

今後の推移を注視してまいり

ます。 
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施策・事業名 計画の概要 令和元年度の取組み 評価と課題等 

居宅サービス 

通所リハビリテーショ

ン・介護予防通所リハ

ビリテーション 

 

 

■計画書Ｐ４５ 

介護老人保健施設や診療所、病院に通い、日

常生活の自立を助けるために理学療法士、作

業療法士、言語聴覚士、看護師、柔道整復師

などが必要な機能訓練を行い、利用者の心身

機能の維持回復を図るサービスです。 

・予防給付（要支援） 

令和元年度（４月～１２月） 

利用者数 １２６人 

平成３０年度 

 利用者数 １２７人 

平成２９年度 

 利用者数 １２８人 

・介護給付（要介護） 

令和元年度（４月～１２月） 

利用者数 ２６１人 

平成３０年度 

 利用者数 ２３５人 

平成２９年度 

 利用者数 ２３０人 

第６期計画期間における利用

者数の伸びと比較すると、第

７期計画は低い傾向にあり、

計画値を下回っていますが、

利用者数は増加傾向で、今後

も身体機能の回復に対する啓

発を行っていきます。 

居宅サービス 

短期入所生活介護・介

護予防短期入所生活介

護 

 

 

■計画書Ｐ４５ 

特別養護老人ホームなどの施設に短期間入所

してもらい、食事、入浴、その他の必要な日

常生活上の支援や機能訓練などを行うサービ

スです。 

・予防給付（要支援） 

令和元年度（４月～１２月） 

利用者数 ７人 

平成３０年度 

 利用者数 ４人 

平成２９年度 

 利用者数 ５人 

・介護給付（要介護） 

令和元年度（４月～１２月） 

利用者数 ９１人 

平成３０年度 

 利用者数 ９９人 

平成２９年度 

 利用者数 １１０人 

 

 

 

計画値を下回っていることか

ら、要因を分析してまいりま

す。 
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施策・事業名 計画の概要 令和元年度の取組み 評価と課題等 

居宅サービス 

短期入所療養介護・介

護予防短期入所療養介

護 

 

 

■計画書Ｐ４６ 

介護老人保健施設や診療所、病院などに短期

間入所してもらい、医師、理学療法士、作業

療法士、言語聴覚士、看護師などによる医療

や機能訓練、日常生活上の支援などを行うサ

ービスです。 

・予防給付（要支援） 

令和元年度（４月～１２月） 

利用者数 ０人 

平成３０年度 

 利用者数 ０人 

平成２９年度 

 利用者数 １人 

・介護給付（要介護） 

令和元年度（４月～１２月） 

 利用者数 ２９人 

平成３０年度 

 利用者数 ２８人 

平成２９年度 

 利用者数 ２７人 

計画値を下回っていることか

ら、要因を分析してまいりま

す。 

居宅サービス 

特定施設入居者生活介

護・介護予防特定施設

入居者生活介護 

 

 

■計画書Ｐ４７ 

介護サービス事業所としての指定を受けた介

護付有料老人ホーム、養護老人ホーム、軽費

老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅な

どが、入居している利用者に対して、入浴・

排せつ・食事等の介護、その他必要な日常生

活上の支援を行います。 

・予防給付（要支援） 

令和元年度（４月～１２月） 

利用者数 ３３人 

平成３０年度 

 利用者数 ３４人 

平成２９年度 

 利用者数 ３１人 

・介護給付（要介護） 

令和元年度（４月～１２月） 

利用者数 １１２人 

平成３０年度 

 利用者数 １１０人 

平成２９年度 

 利用者数 １１６人 

 

 

予防給付については概ね計画

のとおりに進んでいますが、

介護給付については計画値を

下回っています。 
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施策・事業名 計画の概要 令和元年度の取組み 評価と課題等 

居宅サービス 

福祉用具貸与・介護予

防福祉用具貸与 

 

 

■計画書Ｐ４７ 

利用者の日常生活における自立支援や介護者

の負担軽減を図るためのサービスです。 

・予防給付（要支援） 

令和元年度（４月～１２月） 

利用者数 ２２６人 

平成３０年度 

 利用者数 ２０３人 

平成２９年度 

 利用者数 １９３人 

・介護給付（要介護） 

令和元年度（４月～１２月） 

利用者数 ６６６人 

平成３０年度 

 利用者数 ６０８人 

平成２９年度 

 利用者数 ５８３人 

第６期計画期間における利用

者数の伸びと比較すると、第

７期計画は低い傾向にあり、

計画値を下回っていますが、

利用者数は増加傾向で、今後

もこの推移を注視してまいり

ます。 

居宅サービス 

特定福祉用具購入・介

護予防特定福祉用具購

入 

 

 

■計画書Ｐ４８ 

利用者の日常生活における自立支援や介護者

の負担軽減を図るためのサービスです。 

福祉用具購入の対象となるものは、その用途

が「貸与になじまないもの」とされています。 

・予防給付（要支援） 

令和元年度（４月～１２月） 

利用者数 ５人 

平成３０年度 

 利用者数 ５人 

平成２９年度 

 利用者数 ７人 

・介護給付（要介護） 

令和元年度（４月～１２月） 

利用者数 １２人 

平成３０年度 

 利用者数 １０人 

平成２９年度 

 利用者数 １０人 

 

 

 

概ね計画のとおりに進んでい

ます。 
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施策・事業名 計画の概要 令和元年度の取組み 評価と課題等 

居宅サービス 

居宅介護住宅改修・介

護予防住宅改修 

 

 

■計画書Ｐ４８ 

在宅の利用者が、住み慣れた自宅で生活が続

けられるように、住宅の改修を行うサービス

です。利用者だけではなく周りで支える家族

の意見も踏まえて改修計画を立てていきま

す。 

・予防給付（要支援） 

令和元年度（４月～１２月） 

利用者数  ８人 

平成３０年度 

 利用者数 １４人 

平成２９年度 

 利用者数 １１人 

・介護給付（要介護） 

令和元年度（４月～１２月） 

利用者数 １１人 

平成３０年度 

 利用者数  ９人 

平成２９年度 

 利用者数 １２人 

概ね計画のとおりに進んでい

ます。 

居宅サービス 

居宅介護支援・介護予

防支援 

 

 

■計画書Ｐ４９ 

介護を必要とされる方が、自宅で適切にサー

ビスを利用できるように、ケアマネジャーが

心身の状況や生活環境、利用者・家族の希望

等に沿ってケアプランを作成し、ケアプラン

に位置づけたサービスを提供する事業所等と

の連絡・調整などを行います。 

住宅型有料老人ホームやサービス付き高齢者

向け住宅等の利用者も利用します。 

・予防給付（要支援） 

令和元年度（４月～１２月） 

利用者数 ３４９人 

平成３０年度 

 利用者数 ３３０人 

平成２９年度 

 利用者数 ５２５人 

・介護給付（要介護） 

令和元年度（４月～１２月） 

利用者数 １，１６５人 

平成３０年度 

 利用者数 １，１１４人 

平成２９年度 

 利用者数 １，０７８人 

 

 

 

介護予防・日常生活支援総合

事業の実施に伴い、予防給付

の利用者数が減少していま

す。 

 

 

※総合事業予防プラン対象者 

 

令和元年度（４月～１２月） 

利用者数 ５１２人 

平成３０年度 

 利用者数 ５４４人 

平成２９年度 

 利用者数 ３９５人 
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施策・事業名 計画の概要 令和元年度の取組み 評価と課題等 

地域密着型サービス 

定期巡回・随時対応型

訪問介護看護 

 

 

■計画書Ｐ５０ 

日中・夜間を通じて、訪問介護と訪問看護が

一体的にまたは密接に連携しながら、定期巡

回と随時の対応を行います。 

１つの事業所で訪問介護と訪問看護を一体的

に提供する「一体型」と訪問介護を行う事業

者が地域の訪問看護事業所と連携をしてサー

ビスを提供する「連携型」があります。 

令和元年度（４月～１２月） 

利用者数 ３３人 

平成３０年度 

 利用者数 ２２人 

平成２９年度 

 利用者数 １９人 

平成３１年４月の市内事業所

開設に伴い、利用者数が増加

しています。 

地域密着型サービス 

地域密着型通所介護 

 

 

■計画書Ｐ５１ 

日中、利用定員１８人以下の小規模のデイサ

ービスセンターなどに通い、食事、入浴、そ

の他の必要な日常生活上の支援や生活機能訓

練などを日帰りで提供するサービスで、利用

者の心身機能の維持向上と、利用者の家族負

担の軽減を図ります。 

令和元年度（４月～１２月） 

利用者数 １５７人 

平成３０年度 

 利用者数 １５９人 

平成２９年度 

 利用者数 １５１人 

 

 

 

 

 

概ね計画のとおりに進んでい

ます。 

地域密着型サービス 

認知症対応型通所介

護・介護予防認知症対

応型通所介護 

 

 

■計画書Ｐ５１ 

デイサービスセンターや特別養護老人ホーム

などにおいて、通所してきた認知症の利用者

に対して、入浴、排せつ、食事等の介護や生

活等に関する相談、健康状態の確認、機能訓

練等を行います。 

・予防給付（要支援） 

令和元年度（４月～１２月） 

利用者数 ０人 

平成３０年度 

 利用者数 ０人 

平成２９年度 

 利用者数 ０人 

・介護給付（要介護） 

令和元年度（４月～１２月） 

利用者数 ２９人 

平成３０年度 

 利用者数 ３３人 

平成２９年度 

 利用者数 ３６人 

計画値を下回っており、また、

利用者数も減少傾向であるこ

とから、要因を分析してまい

ります。 
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施策・事業名 計画の概要 令和元年度の取組み 評価と課題等 

地域密着型サービス 

小規模多機能型居宅介

護・介護予防小規模多

機能型居宅介護 

 

 

■計画書Ｐ５２ 

通いによるサービスを中心にして、利用者の

希望などに応じて、訪問や宿泊を組み合わせ

て、入浴、排せつ、食事等の介護、その他日

常生活上の世話、機能訓練を行います。 

・予防給付（要支援） 

令和元年度（４月～１２月） 

利用者数 １１人 

平成３０年度 

 利用者数 １０人 

平成２９年度 

 利用者数  ３人 

・介護給付（要介護） 

令和元年度（４月～１２月） 

利用者数 ３１人 

平成３０年度 

 利用者数 ２６人 

平成２９年度 

 利用者数 １６人 

サービス内容の有用性の浸透

に伴い、計画を上回る利用状

況となっています。 

地域密着型サービス 

認知症対応型共同生活

介護・介護予防認知症

対応型共同生活介護 

（グループホーム） 

 

 

■計画書Ｐ５２ 

認知症の高齢者が共同で生活する住居におい

て、入浴、排せつ、食事等の介護、その他の

日常生活上の世話、機能訓練を行います。 

・介護給付（要介護） 

令和元年度（４月～１２月） 

利用者数 １９８人 

平成３０年度 

 利用者数 １９８人 

平成２９年度 

 利用者数 １９１人 

 

 

 

 

 

概ね計画のとおりに進んでい

ます。 

地域密着型サービス 

看護小規模多機能型居

宅介護 

 

 

■計画書Ｐ５３ 

「小規模多機能型居宅介護」と「訪問看護」

を組み合わせて提供するサービスで、要介護

度が高く、医療的なケアを必要とする方が、

住み慣れた家や地域で安心して生活すること

が可能になります。 

令和元年度（４月～１２月） 

利用者数 ２０人 

平成３０年度 

 利用者数 ２０人 

平成２９年度 

 利用者数 ２１人 

計画値を下回っています。要

介護度の上昇が施設への入所

ニーズとなる傾向もあります

が、要因を分析してまいりま

す。 
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施策・事業名 計画の概要 令和元年度の取組み 評価と課題等 

施設サービス 

介護老人福祉施設 

（特別養護老人ホーム） 

 

 

■計画書Ｐ５４ 

寝たきりや認知症などで、常に介護が必要で

自宅での生活が難しい方のための施設です。

入所により、入浴・排せつ・食事などの介護、

機能訓練、健康管理、療養上の世話などが受

けられます。 

令和元年度（４月～１２月） 

利用者数 ２２０人 

平成３０年度 

 利用者数 ２０２人 

平成２９年度 

 利用者数 １８５人 

計画策定時より利用者のニー

ズは高まっているものと推測

され、計画値を上回っている

状況です。 

施設サービス 

介護老人保健施設 

（老人保健施設） 

 

 

■計画書Ｐ５４ 

入所者に対して機能訓練などの医療サービス

を提供し、家庭への復帰をめざす施設です。 

利用者の状態に合わせた施設サービス計画

（ケアプラン）に基づき、医学的管理のもと

で、看護、機能訓練、食事・入浴・排せつな

どの日常生活上の介護などを併せて受けるこ

とができます。 

令和元年度（４月～１２月） 

利用者数 １１４人 

平成３０年度 

 利用者数 １２５人 

平成２９年度 

 利用者数 １３０人 

今年度は、利用者数が減少傾

向であり、計画値を下回って

います。 

施設サービス 

介護療養型医療施設 

（療養型病床群等） 

 

 

■計画書Ｐ５５ 

慢性疾患を有し、長期の療養が必要な方のた

めに、介護職員が手厚く配置された医療機関

（施設）です。病状は安定していても自宅で

の療養生活は難しい方が入所して、必要な医

療サービス、日常生活における介護、機能訓

練などを受けることができます。 

令和元年度（４月～１２月） 

利用者数  ８人 

平成３０年度 

 利用者数 １３人 

平成２９年度 

 利用者数 １７人 

今年度は、利用者数が減少傾

向であり、計画値を下回って

います。介護医療院への移行

等、今後の動向を注視してま

いります。 

※令和 5 年度をもって廃止となる予

定です。 

施設サービス 

介護医療院 

【新設】 

 

■計画書Ｐ５５ 

今後増加が見込まれる慢性期の医療や介護ニ

ーズに対応するため、日常的な医学的管理が

必要な重度の介護者の受入れや看取り等の機

能と、生活施設としての機能を兼ね備えた新

たな介護保険施設です。 

令和元年度（４月～１２月） 

利用者数 １９人 

平成３０年度 

 利用者数  ６人 

 

 

 

 

 

 

 

計画策定時には市内に開設予

定はありませんでしたが、平

成３０年１２月に１か所（４

３床）開設されたことで、利

用者数が増加しています。 
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３ 

  

人

材

確

保

対

策 

施策・事業名 計画の概要 令和元年度の取組み 評価と課題等 

介護従事者人材バンク 

 

 

■計画書Ｐ５７ 

平成２９年度から市内の介護施設等で就労を

希望する方を支援するため、介護従事者人材

バンクを設置しています。人材バンクに登録

すると、施設が採用を希望したときに、施設

から連絡がくる仕組みとなっています。 

令和元年度（４月～１２月） 

登録者数 ２人 

就労者数 ０人 

平成３０年度 

登録者数 ３人 

就労者数 ０人 

平成２９年度 

登録者数 ８人 

就労者数 ５人 

登録者数、就労者数ともに減

少傾向にありますが、人材確

保対策に有効な事業と考えら

れることから、今後も普及に

向けたPRなどに努めます。 

くらしサポーター研修 

 

 

■計画書Ｐ５７ 

ヘルパー等の資格がない方でも市独自の研修

を受講することによって、市内の事業所で働

くきっかけを作ることを目的として平成２９

年度から実施しています。 

令和元年度 

開催回数  １回 

参加者数 ２２人 

平成３０年度 

開催回数  １回 

参加者数 １１人 

平成２９年度 

開催回数  １回 

参加者数 ３７人 

人材確保対策に有効な事業と

考えられることから、今後も

普及に向けた PR などに努め

ます。 

合同就職説明会 

 

 

■計画書Ｐ５８ 

市内の介護従事者確保のため、介護事業所の

合同就職説明会を実施します。 

令和元年度 

開催回数    １回 

参加者数   ２０人 

出展法人数  ９か所 

平成３０年度 

開催回数    １回 

参加者数   ２１人 

出展法人数 ２２か所 

平成２９年度 

開催回数    １回 

参加者数   ３２人 

出展法人数 ２０か所 

参加者数、出展法人数が減少

傾向にありますが、人材確保

対策に有効な事業と考えられ

ることから、今後も普及に向

けたPRなどに努めます。 
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施策・事業名 計画の概要 令和元年度の取組み 評価と課題等 

就労支援金等助成事業

【新規】 

 

 

■計画書Ｐ５８ 

平成３０年７月から市内事業所、施設に新規

に就労する方に対し、助成金を支給すること

により、サービス提供体制の確保を図るとと

もに、市内への定住を促進するため、市外か

らの転入者に対しては支援金を加算します。 

令和元年度（4月～12月） 

 新規就労者数 ７１人 

（介護３８人／障がい福祉１３人／保育２０人） 

 支給金額 ７．３５０，０００円 

平成３０年度 

新規就労者数 ４８人 

（介護２９人／障がい福祉１３人／保育６人） 

支給金額 ３，７００，０００円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人材確保対策に有効な事業と

考えられることから、次年度

も継続していく予定です。 
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No. 施策・事業名 計画の概要 令和元年度の取組み 評価と課題等 

第６章 地域支援体制の推進 

第１節 地域包括ケアシステムの基盤整備 

１ 

地
域
包
括
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
構
築 

高齢者支援センターの

運営 

 

 

■計画書Ｐ５９ 

高齢者やその家族が安心して生活できるよ

う、医療、介護、福祉、生活支援、住まいな

どに関する相談や各種サービスの調整、介護

予防の事業を通じて総合的に支援する機関と

して設置します。 

市内４か所の高齢者支援センターに保健師、

社会福祉士、主任介護支援専門員（３職種）

を配置し、総合相談支援事業、権利擁護事業、

介護予防ケアマネジメント事業、包括的・継

続的ケアマネジメント事業を行います。 

また、予防給付（要支援１・２に認定された

方および事業対象者）のケアマネジメントを

行う指定介護予防支援事業所の機能も担いま

す。 

 

令和元年度（４月～１２月） 

設置数 ４か所 

職員数 ２１人 

総合相談件数（訪問・来所・電話） 

        延べ１３，５５４件 

ケアマネジメント件数 延べ４，７９６件      

ケアマネジメント管理件数 延べ６，６５５件 

 

平成３０年度 

設置数 ４か所 

職員数 ２０人 

総合相談件数（訪問・来所・電話） 

        延べ１８，６６７件 

ケアマネジメント件数 延べ６，８８９件      

ケアマネジメント管理件数 延べ８，９６２件 

 

平成２９年度 

設置数 ４か所 

職員数 ２０人 

総合相談件数（訪問・来所・電話） 

        延べ１７，２７２件 

ケアマネジメント件数 延べ６，６５４件 

ケアマネジメント管理件数 延べ８，８０９件 

 

 

 

 

 

 

平成２９年度から介護予防・

日常生活支援総合事業がスタ

ートし３年目です。自立支援

に向けたケアマネジメントに

対応できるように、ケアマネ

ジメント方針の作成や、担当

職員の計画的な配置を行って

います。 

総合相談件数は、増加傾向に

あり、高齢者が安心して暮ら

せる体制構築を目指し、個々

の相談には関係機関との連携

を密に図り、社会資源を活用

しながら、継続的に対応して

いきます。 
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施策・事業名 計画の概要 令和元年度の取組み 評価と課題等 

窓口・電話等相談事業 

 

 

■計画書Ｐ６０ 

高齢者支援センターや関係機関と連携を図り

ながら窓口、電話、家庭訪問により、保健師、

社会福祉士、栄養士が高齢者や家族の健康、

福祉、介護に関わる相談に対応します。 

令和元年度（４月～１２月） 

相談件数 延べ２，４０３件 

平成３０年度 

相談件数 延べ２，９５３件 

平成２９年度 

相談件数 延べ３，１２９件 

高齢者支援センターや健康推

進課と連携を図りながら相談

に対応しています。 

高齢者実態握事業 

 

 

■計画書Ｐ６０ 

高齢者の生活実態を把握するために「６５歳

到達者」、「７５歳到達者」、「６５歳以上の転

入者」を対象に、民生委員・児童委員と連携

を図り、高齢者の健康と生活状況を個別訪問

により調査し、必要に応じて相談支援へつな

ぐ対応を行っています。高齢者の情報を一元

的に管理し、市と高齢者支援センターが情報

を共有することで、高齢者の状況に応じた相

談等の対応ができ、適切で効率的な支援につ

ながっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和元年度 

実態調査対象者件数 １，８４８件 

（調査回答件数 １，６９５件） 

平成３０年度 

実態調査対象者件数 １，８３６件 

（調査回答件数 １，６８４件） 

平成２９年度 

実態調査対象者件数 １，８８８件 

（調査回答件数 １，７９８件） 

高齢者を支える事業となりま

すので、継続的に事業を実施

していきます。 
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２ 

 

地

域

ケ

ア

会

議

の

開

催 

施策・事業名 計画の概要 令和元年度の取組み 評価と課題等 

地域ケア会議の開催 

 

 

■計画書Ｐ６１ 

平成２９年度から、多職種が協働して高齢者

の自立した生活を地域全体で支援できるよ

う、市主催による地域ケア会議（自立支援ケ

ア会議・個別ケア会議・困難事例の検討）を

開催し、平成３０年度からは、高齢者支援セ

ンターが主催する地域ケア個別会議を行って

います。令和元年度から、自立支援ケア会議

の対象事例を拡大し、個別課題の解決やネッ

トワーク構築に向けた意見交換を行っていま

す。 

 

《構成員》 

理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、管理

栄養士、社会福祉士、保健師、生活支援コー

ディネーター、ケアマネジャー等 

 

 

 

 

 

 

令和元年度（４月～１２月） 

・自立支援ケア会議  ９回 

参加数 延べ ９８人 

件数  実２２件、延べ２５件  

・地域個別ケア会議（市主催） １回 

  参加数 延べ ４人 

件数  実１件 

・地域個別ケア会議（包括主催）３回 

   参加数 延べ １６人  

件数  実３件 

平成３０年度 

・自立支援ケア会議  １０回 

参加数 延べ １０８人 

件数  実１７件、延べ２０件  

・地域個別ケア会議（市主催） ２回 

  参加数 延べ ２８人 

件数  実２件 

・地域個別ケア会議（包括主催）７回 

   参加数 延べ ３４人  

件数  実７件 

平成２９年度 

・自立支援ケア会議 ７回 

件数  実１３件、延べ２５件 

・地域個別ケア会議（市主催） １回 

   件数  実１件 

 

 

 

 

 

 

多職種がそれぞれの専門性に

基づいて意見を出し合うこと

で、ケアマネジャーが情報収

集や分析の視点を広げ、自立

に向けた支援の方向性を検討

するよい機会となっていま

す。 

今後も会議を重ねながら、地

域課題の解決や政策形成に向

け、継続して開催していきま

す。 
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施策・事業名 計画の概要 令和元年度の取組み 評価と課題等 

生活支援コーディネー

ターの配置と協議体の

設置 

 

 

■計画書Ｐ６２ 

地域全体で住み慣れた地域での高齢者の日常

生活を支え合う体制づくりをめざし、各地域

における課題や資源を把握し、課題解決のた

めに、地域住民や介護事業所等の専門職、行

政職員等が話し合いなどを行う場として、平

成２９年度まで、高齢者支援センターが事務

局となって開催していた「地域ケア会議（地

域たすけあい会議）」を「第2層協議体」に

移行し、市内5か所に設置します。 

また、第2層協議体の開催や生活支援ニーズ

と社会資源やサービスのマッチングを行う

「生活支援コーディネーター」を各高齢者支

援センターに配置します。 

生活支援コーディネーター 4人 

第 2層協議体 5か所 

 

令和元年度（４月～１２月） 

第 2層協議体 ２１回 ３９１人 

全体会（第１層協議体） 1回 

平成３０年度 

第 2層協議体 ２２回 ６１２人 

全体会（第１層協議体） 2回 

平成２９年度 

第 2層協議体 ２２回 ５８４人 

全体会（第１層協議体） 2回 

 

生活支援コーディネーターを

中心に、各地域の実情に応じ

て、構成員を選定し、情報交

換や交流、生活課題の選定や

解決に向けての話し合いを行

い、情報誌づくりや町内会等

とタイアップした地域活動も

始まっています。 

３ 

地
域
住
民
が
と
も
に
支
え
合
う
地
域
づ
く
り
の
推
進 

高齢者等地域見守り事

業 

 

 

■計画書Ｐ６３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ひとり暮らし高齢者の増加に伴い、高齢者の

孤立死が発生していることから、介護事業者、

郵便局、配食業者、新聞販売店などの高齢者

の自宅を訪問する事業者の幅広いネットワー

クを活用し、高齢者の生活に異変が感じられ

た場合に、市や高齢者支援センターに連絡を

してもらい、安否の確認を行います。 

令和元年度（４月～１２月） 

協力機関数 ２５か所 

平成３０年度 

協力機関数 ２５か所 

平成２９年度 

協力機関数 ２５か所 

 

 

 

今後も事業者等の協力を得

て、地域で支え合う体制の充

実を図ります。 
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施策・事業名 計画の概要 令和元年度の取組み 評価と課題等 

ミニデイサービス支援

事業 

 

 

■計画書Ｐ６４ 

高齢者を対象とした地域福祉活動を推進する

ため、市民ボランティアによる高齢者の閉じ

こもり防止や健康保持につながる取組に対

し、会場使用料やボランティア保険料などを

助成します。 

ミニデイサービス支援事業の対象事業は、介

護予防を目的とした生きがいづくりや心身機

能の維持向上を目的とする活動のミニデイサ

ービス、高齢者が参加しやすい気軽に集える

場所を提供するいきいきサロンがあります。 

今後も持続可能な事業とするため、平成３１

年４月から、助成基準の見直しを行いました。 

・ミニデイサービス 

令和元年度（4月～１２月） 

団体数       ２７団体 

実施延べ回数    ２８２回 

利用延べ人数  ４，１９６人 

平成３０年度 

団体数       １３団体 

実施延べ回数    ７４３回 

利用延べ人数  ７，４８５人 

平成２９年度 

団体数       １３団体 

実施延べ回数    ６４４回 

利用延べ人数  ８，０１８人 

 

・いきいきサロン（地域お茶の間） 

令和元年度（4月～１２月） 

団体数        ４団体 

実施延べ回数    １２０回 

利用延べ人数  １，４８２人 

平成３０年度 

団体数       １５団体 

実施延べ回数    ８２５回 

利用延べ人数 １０，５２０人 

平成２９年度 

団体数       １２団体 

実施延べ回数    ５２０回 

利用延べ人数  ５，９９６人 

 

 

 

助成基準の見直しにより、い

きいきサロンからミニデイサ

ービスへ移行した団体があり

ましたが、全体としては、こ

こ数年、登録団体数が増加傾

向にあり、介護予防につなが

ることから、今後も普及に向

けたPR等に努めます。 

 

※令和元年度の実績について

は１月１４日時点で報告があ

った団体分の集計結果です。 
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４ 

地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
を
支
え
る
人
材
の
育
成 

施策・事業名 計画の概要 令和元年度の取組み 評価と課題等 

いきいき百歳体操リー

ダー養成講座 

 

 

■計画書Ｐ６５ 

 

 

 

 

地域の町内会館等の身近な場所で、住民主体

による運動の普及と地域福祉活動を推進させ

るため、活動の中心的役割を担うリーダーを

養成します。 

令和元年度（４月～１２月） 

参加者数 ２９人 

平成３０年度 

参加者数 ３０人 

平成２９年度 

参加者数 ２６人 

講座に参加した方の中に、地

域福祉活動に参加し運動の普

及に努める方や、自身の健康

づくりのために運動を継続さ

れる方などがいて、地域での

運動普及の一助となっていま

す。今後は、住民主体の活動

の場が少ない地域に、どのよ

うに普及、発展させていくか

が課題です。 

 

 

介護支援ボランティア

事業 

 

 

■計画書Ｐ６５ 

介護認定を受けていない方または事業対象者

および要支援１・２の６５歳以上の方が、介

護施設等で行うボランティア活動に対して、

物品や現金に交換できるポイントを付与する

ことで、高齢者の生きがいづくりや介護予防

につなげるものです。 

令和元年度 （９月末時点） 

登録者数  ３１５人 

活動者数  １８５人 

施設数   ３２か所 

平成３０年度（９月末時点） 

登録者数  ２７４人 

活動者数  １７４人 

施設数   ２９か所 

平成２９年度（９月末時点） 

登録者数  ２１７人 

活動者数  １３６人 

 施設数   ３１か所 

 

 

 

 

 

 

活動者数は計画値を下回って

いる状況ですが、事業の実施

により、高齢者の生きがいづ

くりや介護予防の推進につな

がることから継続して実施し

ていきます。 
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No. 施策・事業名 計画の概要 令和元年度の取組み 評価と課題等 

第２節 在宅医療・介護連携を図るための体制整備 

 

在宅医療と介護の連携

推進 

 

 

■計画書Ｐ６６ 

市民が住み慣れた家庭および地域において自

分らしい暮らしを続けることができるよう、

医療と介護が連携した包括的かつ継続的な在

宅医療および介護の提供を推進するため、平

成２８年度に医療および介護の専門職等で構

成する「北広島市在宅医療介護連携推進協議

会」を設置しました。 

実態把握と課題の整理解決策の検討を行うた

め、平成２９年度からは、専門部会（研修企

画部会、市民周知部会、認知症部会）の活動

を具体的に進めながら、切れ目のない医療と

介護の連携を推進します。 

 

 

 

令和元年度（４月～１２月） 

在宅医療介護連携推進協議会 

構成員（継続17人、新規3人） 

全体会     2 回 

研修企画部会  5 回 

市民周知部会  4 回 

認知症部会   2 回 

  専門職研修会  1回 105人 

平成３０年度 

在宅医療介護連携推進協議会 

構成員（継続14人、新規6人） 

全体会     3 回 

研修企画部会  5 回 

市民周知部会  3 回 

認知症部会   2 回 

  専門職研修会  2回 207人 

平成２９年度 

在宅医療介護連携推進協議会 

 構成員（継続1人、新規19人） 

全体会     2 回 

研修企画部会  2 回 

市民周知部会  3 回 

認知症部会   2 回 

  専門職研修会  1回 105人 

 

 

 

 

 

協議会を設置して４年目とな

ります。今後も全体会と専門部

会を連動させて、地域の課題整

理や解決に向けた検討を進め

ています。 

今後も、市内の医療機関や介護

事業所等が顔の見える関係を

築き、連携に向けた課題解決に

つながるように、専門職研修を

継続して開催していきます。 
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No. 施策・事業名 計画の概要 令和元年度の取組み 評価と課題等 

第３節 認知症施策の推進 

１ 

認
知
症
の
方
へ
の
理
解
を
深
め
る
た
め
の
普
及
・
啓
発 

認知症サポーター養成

講座 

 

 

■計画書Ｐ６７ 

市民が認知症についての正しい知識や対応方

法を理解することを目的に、認知症の啓発活

動をしている団体（「北広島市キャラバン・メ

イト」）の事務局を地域支え合いセンターが担

い、同団体が講師となり市民、学生、職場等

を対象とした認知症サポーター養成講座を実

施します。 

令和元年度（４月～１２月） 

 サポーター養成講座実施回数 １６回 

 サ ポ ー タ ー 養 成 数 ４９６人 

 ステップアップ講座実施回数  ２回 

 ステップアップ講座受講者数 ４７人 

 運 営 委 員 会 開 催 回 数  ３回 

（ステップアップ検討小委員会）  ２回 

 キャラバンメイト全体会  １回 

平成３０年度 

 サポーター養成講座実施回数 １７回 

 サ ポ ー タ ー 養 成 数 ５７９人 

 ステップアップ講座実施回数  ２回 

 ステップアップ講座受講者数 ５８人 

 運 営 委 員 会 開 催 回 数  ４回 

（ステップアップ検討小委員会）  ４回 

 キャラバンメイト全体会  １回 

平成２９年度 

サポーター養成講座実施回数 １３回 

 サ ポ ー タ ー 養 成 数 ５００人 

 ステップアップ講座実施回数  １回 

 ステップアップ講座受講者数 ３６人 

 運 営 委 員 会 開 催 回 数  ２回 

（ステップアップ検討小委員会）  ５回 

 キャラバンメイト全体会  １回 

 

 

 

 

 

認知症サポーターとなった方

が、より具体的な対応方法を習

得する「ステップアップ講座」

をスタートして3年目を迎え、

修了者数が増えています。 

今後は、具体的な活動につなげ

るしくみの検討が必要である

と考えます。 
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施策・事業名 計画の概要 令和元年度の取組み 評価と課題等 

認知症カフェの開設 

 

 

■計画書Ｐ６８ 

認知症の方とその家族が安心して地域で生活

できるように、専門職やボランティアととも

に気軽に集える場を作ります。 

令和元年度（４月～１２月） 

 開設数 5か所 

 運営団体交流会 １回 

平成３０年度 

開設数 ５か所 

平成２９年度 

開設数 ６か所 

介護事業所、高齢者支援センタ

ー、大学、地域住民等の様々な

主体が各地で特徴ある運営を

しています。 

専門職の確保が課題となって

いるカフェには、市や高齢者支

援センターが人的な支援をし

ています。 

今後も主体性を重視しながら、

会場借用や傷害保険加入の支

援を継続していきます。 

 

２ 

認
知
症
の
方
の
住
み
や
す
い
地
域
づ
く
り 

認知症初期集中支援チ

ームの設置【新規】 

 

 

■計画書Ｐ６９ 

 

 

認知症になってもできる限り住み慣れた地域

で暮らし続けられることを目的に、認知症ま

たは認知症を疑われる方で、医療サービスや

介護サービスを受けていない４０歳以上の方

を対象に、チーム員（認知症サポート医、医

療系専門職、介護系専門職の計３人）が、対

象者の把握、情報収集、支援方法の検討、家

庭訪問などを行い、高齢者支援センター等と

連携しながら集中的かつ包括的な支援を実施

します。 

令和元年度（４月～１２月） 

・チームの設置：対象者毎に編成 

 認知症サポート医  1 人 

 チーム員候補者  １９人 

・チーム員会議    ２回 

 検討事例      ２人 

 うち訪問支援対象者 ０人 

・認知症初期集中支援チーム検討委員会 

           １回（予定） 

平成３０年度 

・チームの設置：対象者毎に編成 

 認知症サポート医  1 人 

 チーム員候補者  １7人 

・チーム員会議    6 回 

 検討事例      ３人 

 うち訪問支援対象者 １人 

・認知症初期集中支援チーム検討委員会 

           １回 

 

チームによる支援はありませ

んでしたが、チーム員会議を活

用し、支援困難者の支援検討を

行いました。 

これからも高齢者支援センタ

ーやケアマネジャーと連携し

ながら、地域の実情にあったチ

ーム活動を構築していきます。 
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施策・事業名 計画の概要 令和元年度の取組み 評価と課題等 

認知症高齢者支え合い

事業 

 

 

■計画書Ｐ６９ 

認知症支え合い活動の拠点である地域支え合

いセンターに、専任コーディネーター（認知

症地域支援推進員）を２人配置し、認知症の

方の見守りや話し相手をする「認知症支え合

い員」の養成や家庭訪問の調整を行います。 

令和元年度（４月～１２月） 

 利用者数        5 人 

 訪問延べ回数    １５０回 

 支え合い員養成講座数  0 回 

 登録支え合い員数   ４２人 

 フォローアップ講座数  1 回 

平成３０年度 

 利用者数       １０人 

 訪問延べ回数    １６０回 

 支え合い員養成講座数  1 回 

 登録支え合い員数   ４６人 

 フォローアップ講座数  2 回 

平成２９年度 

利用者数       １５人 

 訪問延べ回数    ２４１回  

 支え合い員養成講座数  1 回 

 登録支え合い員数   ４３人 

 フォローアップ講座数  2 回 

利用者数が減少傾向にあるた

め、支え合い員養成講座は開催

せず、登録支え合い員で対応し

ました。 

今後も利用者の動向を見なが

ら事業の在り方を評価してい

きます。 

認知症高齢者等ＳＯＳ

ネットワーク事業 

 

 

■計画書Ｐ７０ 

行方不明になった認知症高齢者等を保護する

ため、警察、市、介護事業所やタクシー、バ

ス事業者などの関係機関が連携し、捜索する

ネットワークです。 

平成３０年度からは、行方不明者が発生した

場合、事前に登録されたメールアドレスに行

方不明者の情報を配信するサービスを実施し

ています。また、令和元年度からは、事前登

録をした方が日常生活における偶然の事故に

より、他人の物を壊したり、損害を与えてし

まった場合に補償する個人賠償責任保険への

加入を行っており、保険料は市が負担してい

ます。 

令和元年度（４月～１２月） 

 登録者数       ９４人 

 協力機関数      ４１か所 

 模擬訓練参加者数   ５９人 

 メール配信登録者数 ２０３人 

平成３０年度 

登録者数       ８９人 

 協力機関数      ４１か所 

 模擬訓練参加者数 震災のため中止 

 メール配信登録者数 １１１人 

平成２９年度 

登録者数       ２０人 

 協力機関数      ４０か所 

 模擬訓練参加者数   ６９人 

次年度の模擬訓練開催方法に

ついて、より市民が参加しやす

いものとなるよう検討します。 

メール配信システムの登録者

は前年度と比較し１００人程

度増加しています。また、今年

度のメール配信実績は３件と

なっており、今後も早期発見に

つながるよう制度の周知に努

めます。 
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No. 施策・事業名 計画の概要 令和元年度の取組み 評価と課題等 

 

いどころ発信システム

助成事業 

 

 

■計画書Ｐ７１ 

行方不明となるおそれのある認知症高齢者等

を在宅で介護する方に、居場所を発見できる

発信機を購入する際の初期費用の一部を助成

します。 

令和元年度（４月～１２月） 

 助成対象者数 ０人 

平成３０年度 

助成対象者数 ０人 

平成２９年度 

助成対象者数 ０人 

今年度は現在までのところ、申

込がありません。 

行方不明となるおそれのある

認知症高齢者等の早期発見に

つながることから今後も普及

に向けたPR等に努めます。 

第４節 介護に取り組む家族等への支援の充実 

１ 

家
族
へ
の
支
援
を
包
括
的
・
継
続
的
に
実
施
す
る
体
制
構
築 

家族支援事業 

 

 

■計画書Ｐ７２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

家族の介護をしている方を対象に、介護知識

や技術の習得、介護者同士の交流を通して、

心身の介護負担の軽減、孤立感の解消を図る

ための支援を行います。 

平成３０年度から、介護と上手につきあう講

座と認知症高齢者を介護する家族のための講

座を統合して実施しています。 

令和元年度（４月～１２月） 

実施回数 2回 

参加者数 上映会 １２１人 

      講演会  ５１人 

平成３０年度 

実施回数   3回 

参加者数 ２３１人 

平成２９年度 

・介護と上手につきあう講座 

実施回数  2 回 

参加者数 ４５人 

・認知症高齢者を介護する家族のための講座 

実施回数  2 回 

参加者数 ４７人 

映画上映会を、西の里地区と大

曲地区で開催し、今まで参加し

づらかった地区の参加者が増

えました。 

今後も多くの市民に参加して

もらえるよう講座内容の充実

や広報等による周知を図りま

す。 
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No. 施策・事業名 計画の概要 令和元年度の取組み 評価と課題等 

第５節 高齢者虐待の防止と権利擁護施策の推進 

１ 

高
齢
者
虐
待
防
止
の
取
組 

高齢者虐待防止ネット

ワーク事業 

 

 

■計画書Ｐ７３ 

高齢者虐待防止への理解を深めるとともに、

家庭や施設内において虐待の早期発見・早期

対応が図れるよう、高齢者支援センターや警

察や消防、介護事業所、民生委員等との連携

や、継続的な会議や研修を行います。 

 

虐待に関する相談や支援は、対応マニュアル

に基づき個々にケース会議を開催し、支援の

方向性や関係機関との役割分担を明確にし、

迅速かつ適切な対応に努めます。 

令和元年度（４月～１２月） 

 相談延べ件数      １６件 

 虐待認定件数       ５件 

北広島市と厚別警察署との連携推進会議回数 ２回 

 研修会参加者数      ０人 

 研修会実施回数（2月予定）０回 

平成３０年度 

 相談延べ件数       ９件 

 虐待認定件数       ３件 

北広島市と厚別警察署との連携推進会議回数 ２回 

 研修会参加者数     ４４人 

 研修会実施回数      １回 

平成２９年度 

相談延べ件数      ２０件 

 虐待認定件数       ７件 

北広島市と厚別警察署との連携推進会議回数 ２回 

 研修会参加者数     ４４人 

 研修会実施回数      １回 

 

 

今年度の高齢者虐待の相談件

数は増加傾向で、ケアマネジャ

ーや介護保険サービス事業所

からの相談が多い傾向です。た

だし、相談の増減のみで評価で

きるものではないことから、相

談があった内容に対しては、

個々にコア会議やケース会議

を開催し、虐待や緊急性の判

断、支援の方向性など関係機関

との役割分担を明確にしなが

ら、迅速な対応に努めます。 

虐待は、介護負担や生活困窮、

養護者の精神疾患など様々な

要因により発生するため、保健

福祉部内で連携し早期支援が

図れるよう横断的支援を行っ

ていくとともに、警察や消防、

相談支援事業所、サービス事業

所等との連携や住民の理解に

より、早期発見・早期対応を図

ることが重要なことから、連携

強化や理解を深めるための会

議・研修等を継続的に実施して

いきます。 
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２      

 

権

利

擁

護

の

普

及

啓

発 

施策・事業名 計画の概要 令和元年度の取組み 評価と課題等 

成年後見センターの運

営 

 

 

■計画書Ｐ７４ 

平成２８年７月に設立した「北広島市成年後

見センター」には、社会福祉士を２人配置し、

成年後見制度に関する相談や適切な利用の促

進、市民後見人の育成を行う機関として活動

するほか、市民後見人養成講座を受講した市

民が、成年後見センターで円滑な活動ができ

るようフォローアップ研修を行います。 

成年後見センターは成年後見制度の普及・啓

発、市民後見人の養成等の中核となる役割を

担っていることから、今後、相談機関として

地域に浸透していくよう周知に努めます。 

令和元年度（４月～１２月） 

 相談延べ件数      ５２０件 

 市民後見人養成講座   実施なし 

 ※隔年実施計画によるため 

 ※後見支援員養成講座を実施（独自） 

 市民後見人フォローアップ講座開催回数  １回 

 ※３月開催予定 

平成３０年度 

 相談延べ件数      ６４２件 

 市民後見人養成講座     １回 

 市民後見人養成講座修了生  ３人 

 市民後見人フォローアップ講座開催回数  ２回 

平成２９年度 

相談延べ件数      ９６０件 

 市民後見人養成講座   実施なし 

 ※隔年実施計画によるため 

 市民後見人フォローアップ講座開催回数  ２回 

 

成年後見制度ならびに成年後

見センターが地域に浸透し利

用促進が図られるよう、継続的

な普及・啓発活動と関係機関と

の連携が必要であると考えま

す。 

また、社会福祉協議会が成年後

見人等となる法人後見の件数

も増加しており、市民後見人等

の担い手確保が急務となって

います。 

今後も利用ニーズが増加する

ことが見込まれるため、相談支

援事業や機能の充実、関係機関

とのネットワーク強化を図る

ため、成年後見制度利用促進計

画策定ならびに中核機関の設

置が課題です。 

成年後見制度利用支援

事業 

 

 

■計画書Ｐ７５ 

認知症、精神障がい、知的障がいなどにより、

判断能力が不十分な高齢者や障がい者を対象

に、権利擁護および尊厳ある暮らしの継続を

目的に、成年後見制度の適切な利用が図られ

るよう支援を行います。 

身寄りのない高齢者や虐待を受けている高齢

者に対しては市長申立てを行い、経済的な理

由から成年後見制度を申請できない方に対し

ては助成を行い、権利などの保護を図ります。 

令和元年度（４月～１２月） 

 市長申立件数    ０件 

 報酬等の助成件数  ２件 

平成３０年度 

 市長申立件数    ３件 

 報酬等の助成件数  ３件 

平成２９年度 

市長申立件数    １件 

 報酬等の助成件数  ２件 

 

 

 

 

 

申立支援を受けて本人が申立

を行うケースもあり、市長申立

となるケースは増加していな

いが、報酬等助成は増加傾向

で、今後も成年後見制度の利用

促進ならびに適切な利用が図

られるよう、成年後見制度利用

支援事業の推進に努めます。 
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No. 施策・事業名 計画の概要 令和元年度の取組み 評価と課題等 

第６節 高齢者の住まいの安定的な確保 

１ 

高
齢
者
住
宅
の
確
保 

自立援助住宅改修助成

事業 

 

 

■計画書Ｐ７６ 

介護認定で非該当と判定された方で、生活機

能の低下があり、転倒の危険が心配される要

援助者に、手すりや段差解消などの住宅改修

を行う際の費用の一部を助成します。また、

平成３０年度から介護保険給付の利用者負担

変更に伴い、費用負担割合を１割～３割とし

ました。 

令和元年度（４月～１２月） 

 利用者数  ０人 

平成３０年度 

利用者数  ０人 

平成２９年度 

利用者数  ０人 

今年度は現在までのところ、申

込がありません。 

住宅改修支援事業 

 

 

■計画書Ｐ７７ 

介護保険の介護給付および予防給付における

住宅改修を円滑に進めるため、ケアマネジャ

ー業務のうち、介護報酬に対応していない住

宅改修の申請書に添付する理由書作成業務に

対して手数料を支払います。 

令和元年度（４月～１２月） 

 利用者数  ６６人 

平成３０年度 

利用者数  ８６人 

平成２９年度 

利用者数  １０５人 

計画値を下回っている状況で

す。 

第７章 生きがいと社会参加の促進 

第１節 生きがいと社会参加の促進 

１ 

生
き
が
い
あ
る
暮
ら
し
の
支
援 

老人クラブ活動の充実 

 

 

■計画書Ｐ８０ 

老人クラブ活動は、生きがいづくりや健康づ

くりだけでなく、活動に参加される高齢者の

閉じこもり予防につながっていることから、

新たに作られた老人クラブには、初年度に備

品を貸与するなどの支援を行います。 

令和元年度（４月～１２月） 

団体数     ２８か所 

対象者数    ９７３人 

平成３０年度 

団体数     ３０か所 

対象者数  １，０３７人 

平成２９年度 

団体数     ３０か所 

対象者数  １，０６３人 

前年度と比較し対象者数は６

４人減少しています。高齢者

の活動の多様化により対象者

数は減少傾向にあります。 

長寿祝福事業 

 

 

■計画書Ｐ８１ 

長寿を祝福するとともに、長年にわたり社会

に貢献した労をねぎらうため、満１００歳を

迎えられた方に祝金を贈呈します。 

令和元年度（４月～１２月） 

対象者数  １０人 

平成３０年度 

対象者数  １０人 

平成２９年度 

対象者数  １６人 

今後も長寿を祝福します。 
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施策・事業名 計画の概要 令和元年度の取組み 評価と課題等 

ふれあい温泉事業 

 

 

■計画書Ｐ８１ 

６５歳以上の方に、市内の「竹山高原温泉」、

「札幌北広島クラッセホテル楓楓」、「里の森

天然温泉森のゆ」の３施設の入浴料について

助成を行います。 

令和元年度（４月～１２月） 

利用者延べ数  １７，５１２人 

平成３０年度 

利用者延べ数  ２６，０９６人 

平成２９年度 

利用者延べ数  ２６，２０６人 

計画値と比較すると、交付者

数および交付枚数は低い傾向

となっています。 

現制度の枠組みの中で今後の

制度のあり方について、検討

が必要であると考えます。 

 

 

福祉バス運行事業 

 

 

■計画書Ｐ８２ 

高齢者の団体、グループをはじめ、障がい者

団体やボランティア団体、ＮＰＯ法人などを

対象にバスを貸し出し、需要期（５月～１０

月）には、バスの台数を増やして利便の向上

を図っています。 

また、冬期間（１１月～４月）には、ふれあ

い温泉対象施設行きの臨時バス（各コース月

１回、１２コース程度）を運行し、ふれあい

温泉利用者の交通手段を確保します。 

令和元年度（４月～１２月） 

利用延べ回数     ２９２回 

利用延べ人数   ７，３９２人 

臨時運行回数      ２４回 

臨時運行利用者数   ３０１人 

平成３０年度 

利用延べ回数     ３６３回 

利用延べ人数   ７，８８５人 

臨時運行回数      ７２回 

臨時運行利用者数 １，０１５人 

平成２９年度 

利用延べ回数     ４１７回 

利用延べ人数   ９，３９２人 

臨時運行回数      ７２回 

臨時運行利用者数 １，００１人 

 

 

 

 

 

 

 

 

概ね計画のとおり進んでいま

す。 
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施策・事業名 計画の概要 令和元年度の取組み 評価と課題等 

シルバー活動センター

事業 

 

 

■計画書Ｐ８３ 

シルバー活動センターは、主に高齢者および

高齢者と交流する催しに参加する方が優先的

に使用できる施設で、高齢者の活動拠点とし

て生きがいづくりや社会参加、交流の場とし

て利用されています。 

「公益社団法人北広島市シルバー人材センタ

ー」による指定管理者制度を活用した、シル

バー活動センターの管理運営状況は、利用者

数増加への取組や指定管理者モニタリング評

価が実施され、適切な運営が行われています。 

令和元年度（４月～１２月） 

 利用延べ回数    ７，９４９回 

 利用延べ団体数  １，０５３団体 

 ※暖房用ボイラーの更新、エアコンの

更新、照明器具の LED 化、オストメ

イト・ウォシュレットの新設等を実施 

平成３０年度 

利用延べ回数   １１，０４３回 

利用延べ団体数  １，６９８団体  

※外壁改修工事、屋上防水工事を実施 

平成２９年度 

利用延べ回数   １０，５７３回 

利用延べ団体数  １，８１３団体 

高齢者が使い易い施設をめざ

し、利用者の増加につながる

よう適切な管理に努めます。 

高齢者サービス啓発事

業 

 

 

■計画書Ｐ８４ 

高齢者が利用できる各種制度の紹介や暮らし

の情報を提供するため、「高齢者サービスガイ

ド」を発行しています。介護保険制度や高齢

者が参加できるサークル、ボランティア団体

等を紹介し、高齢者の介護予防の促進、閉じ

こもり予防、生きがいづくりに利用していた

だくものです。 

「６５歳到達者」、「７５歳到達者」、「６５歳

以上の転入者」を対象に毎年実施している「高

齢者生活実態調査」の際に配布しているほか、

市役所や出張所等の窓口などでも配布してい

ます。 

令和元年度 

サービスガイド発行部数 

６，０００部 

平成３０年度 

サービスガイド発行部数 

６，０００部 

平成２９年度 

サービスガイド発行部数 

６，０００部 

最新の情報の提供と内容の充

実を図ります。 

介護予防拠点整備の推

進【新規】 

 

 

■計画書Ｐ８５ 

 

空き家や地区会館などを活用して、介護予防

や認知症予防を実施する集いの場や高齢者の

憩いの場を整備する際に、改修費などの一部

を補助し、介護予防拠点の整備を推進します。 

令和元年度（４月～12月） 

 補助件数 ０件 

高齢者の様々な活動の場づく

りに有効な事業と考えている

ことから、制度利用の促進に

向けたPRなどに努めます。 
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施策・事業名 計画の概要 令和元年度の取組み 評価と課題等 

地域たすけあい応援事

業【新規】 

 

 

高齢者の日常生活支援や介護予防の活動を自

主的に行う団体に対し、その団体の設立に掛

かる経費を助成します。 

令和元年度（４月～12月） 

 補助件数 ０件 

高齢者の様々な活動の場づく

りに有効な事業と考えている

ことから、制度利用の促進に

向けたPRなどに努めます。 


